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■決算発表の予定 
●9 日： 

・住友金属鉱山、ダイキン工業、パイオニア、日産自動車など 

●10 日： 

・大成建設、清水建設、鹿島、三井不動産、ソフトバンク、UBS グループなど 

●11 日： 

・タイム・ワーナー、テスラ・モーターズ、シスコシステムズ、ING、百度など 

●12 日： 

・日揮、電通、西武・HDS、アサヒグループ・HDS、楽天、ユニ・チャーム、グル

ーポン、AIG、クレディ・スイス・グループなど 

●13 日 

・第一生命保険、東京海上・HDS、サントリー食品、アルセロール・ミタルなど 
 

■主要イベントの予定 
●9 日： 

・2014/12 月の国際収支 

・1 月の景気ウォッチャー調査 

・米 1 月の労働市場情勢指数 

●10 日： 

・セントルイス連銀総裁が講演 

・12 月のユーロ圏生産者物価指数 

●11 日： 

・建国記念日で東京市場は休日 

・米 1 月の財政収支 

●12 日： 

・1 月のオフィス空室状況 

・米 1 月の小売売上高 

・12 月のユーロ圏鉱工業生産指数 

●13 日： 

・米 2 月のミシガン大学消費者マインド指数（速報値） 

・ユーロ圏 2014/10-12の GDP（速報値）   

（Bloomberg よりフィリップ証券作成） 

 

■“金利動向に注意も、市場センチメント改善に期待” 

  原油安一服で軟調な展開が続いた米国株が上昇し、1月

に日本株を大幅に売り越した海外投資家のセンチメント改

善が期待され、日本株も底堅い展開を予想する。 

WTI 原油先物価格は、1/29の43.59ドルを底に急反発

し、2/3には一時54.24ドル、2/5で50.48ドルとなった。米国

内のリグカウント（稼働中の掘削機器数）が年初から急減

し、底打ち感が見られる。2/2に一時17,037.76ドルまで下

落した NY ダウは、米エネルギー企業の先行き業績懸念が

後退し、終値ベースで1/30の17,164.95ドルから4営業日連

騰、2/5に17,884.88ドルと、約1ヵ月ぶりの高値を取り戻し

た。増益率こそ低調だが、2014/10-12月期の米国企業決

算は軒並み市場予想を上回っており、好調な決算を背景

に NY ダウは2014/12/26にマークした最高値の18,103.45

ドルを目指す展開も予想されよう。 
 

  一方、日経平均株価は17,500円を挟んだレンジ相場での

推移となっているが、個別企業の株価は業績動向次第で

値動きの激しい展開となっている。2/5には、2015/3通期の

営業損益が従来見通しの400億円の赤字から一転200億円

の黒字予想と発表したソニー（6758）の株価が一時、前日

比500円高の3,269円とストップ高。一方、2015/3通期見通

しを据え置き、10-12月期営業利益が前年同期比11％減と

なった日立（6501）は一時、前日比11％超の下落となった。 

今後も業績動向を巡った選別物色が強まる相場展開が

予想される。円安、原油安などからアナリストの業績見通し

が強気になりがちな一方、企業は慎重な見通しを発表する

傾向にあることを踏まえる必要はあるが、利益率や ROE な

どの水準と将来の業績拡大トレンドが描けるかが銘柄選択

においてより重要なポイントなろう 
 

 2/9号では、シュッピン（3179 ）、FFRI （ 3692 ）、ソニー

（6758）、シスメックス（6869）のほか、米国はツイッター

（TWTR US）、アセアンはインドネシアの食品大手のインド

フード（INDF IJ）を取り上げた。 
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■次世代自動車の普及と関連銘柄 

エネルギー問題への対応から、本

格的な次世代自動車の開発が進

展。自動車メーカー各社は、EV（電

気自動車）、HV（ハイブリッド車：モー

ター+エンジン）、PHV（プラグインハ

イブリッド車：電気+ガソリン）など多様

な次世代自動車を開発。普及が進

むハイブリッド車と電気自動車を合わ

せた国内年間販売台数は、2013 年

で 104.3 万台と 2009 年の 45.5 万台

から 2 倍以上に拡大。政府は普及促

進策に向けて、次世代自動車購入

者への補助金交付、充電設備およ

び水素供給設備の設置者への補助

金交付が行われている。 

中でも政府が後押しする水素エネ

ルギー利用の燃料電池車（FCV）の

普及が期待される。関連銘柄として、

トヨタ自動車（7203）、ホンダ（7267）

の他、水素ステーション関連で JX・

HDS（5020）、大陽日酸(4091)、岩谷

産業（8088）、燃料電池正極材量の

戸田工業（4100）に注目したい。 
 

■膠着のドル・円と日米金利動向 

ドル・円は 117 円台を中心のレン

ジだが、日米金利差縮小で円高に

振れる可能性もある。米国 10 年国

債利回りは 2％台を割り込み、日本

では一時 0.20％と過去最低水準と、

日米ともに年初から長期金利は低

下。しかし、直近、日本では国債の

入札不調などから債券価格が急落

し、利回りが上昇。日米の経済指標

次第では、為替の変動率が高まる可

能性があり、動向には留意したい。 
 

■賃金上昇で消費関連銘柄に注目 

日銀は、1/21 に公表した展望レポ

ートの中間評価で 2015 年度の消費

者物価上昇率を 1.0％とし、2014/10

の見通しから 0.7％の大幅な下方修

正となった。黒田総裁の「2015 年度

中 2％」のインフレ目標は達成不可

能となり、追加緩和などを含め、今後

の日銀の対応が注目される。一方、

上昇が続く賃金が今後、物価上昇率

を上回り、実質賃金増加となれば、

訪日外国人増加によるインバウンド

消費拡大もあって、消費関連銘柄が

より注目されよう。ｺﾒ兵（2780）、ｼｭｯ

ﾋﾟﾝ（3179）、ﾘｿﾞｰﾄﾄﾗｽﾄ（4681）、ﾄﾞﾝ･

ｷﾎｰﾃ HDS（7532）、JR 東海（9022）

などを取り上げたい。 

【普及進展が期待される次世代自動車～本命視される燃料電池車】 

 
 

【縮小する日米金利差とドル・円～日米経済指標の動向に注目】 

 
 

【上昇続く賃金と物価上昇率～実質賃金増加となるか？】 
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■銘柄ピックアップ 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 

 シュッピン（3179）  

・専門店屋号「Map Camera」としてカメラ事業を創業。インターネットと店舗において中古品の買収

と販売及び新品の販売を行っている。国内でカメラ専門店 Map Camera 、時計専門店 GMT、筆記

具専門店 KINGDOM NOTE、ロードバイク専門店 CROWN GEARS の5事業店舗を展開している。 

・2015/3期3Q（4-12月）は売上高が前年同期比25.1％増の140.82億円、純利益が同38.9％増の4.3

億円となった。主力のネット上のカメラ事業の売上高が引き続き伸びたことに加え、円安や2014/11

以降の免税政策も各事業の店舗売上高を押し上げた。ネット上の登録会員数が順調に増え、3Q

（10-12月）に同18.0％増の7,448人増加し、総会員数は24万2,493人となった。  

・2015/3通期の会社計画は売上高が前期比14.3％増の178.28億円、純利益が同28％増の4.99億

円。1/1付で1株を2株に分割。同社は中長期の目標を設定しており、カメラ事業の売上高で300億

円、時計事業の売上高で100億円、ネット登録会員数75万人を目指している。  
 

 FFRI（3692）  

・2007年に設立。サイバーセキュリティー対策製品の開発および販売に従事している。ネットワーク

システム、PC セキュリティーに関するコンサルティング、情報提供や教育などの業務も行っている 。 

・2015/3期3Q（4-12月）は売上高が2.82億円、営業利益が1,000万円、純利益が200万の赤字とな

った。スマホやタブレットなどモバイル端末の普及が進んでいるが、セキュリティー対策の導入が未

だ遅れており、同社ソフトの「FFR yarai」及び「FFR yarai 脆弱性攻撃防御機能」が好調に推移した。  

・2015/3通期の会社計画は売上高が前期比30.8％増の8.63億円、営業利益が同20.9増の2.07億

円、純利益が同3.2％増の1.19億円。企業や官公庁を対象として多くの顧客は12-3月にかけてセキ

ュリティープロダクト＆サービスの出荷・検収が集中するため、売上高が高まる可能性がある。 
 
 

 ソニー（6758）   

・1946年に設立した家庭・業務用電気製品メーカー。ＡＶ機器およびテレビ、コンピュータ、 コンピ

ュータ周辺機器、通信機器、半導体、電子部品などが主力。ゲーム・音楽をはじめ映画、テレビ番

組、保険などの事業も展開している。  

・2/4発表の2015/3期3Q（4-12月）の業績見通しは、売上高が前年同期比6.1％増の2兆5,578億

円、純利益が同890億円。分社化など構造改革の推進からテレビ事業が黒字に浮上。画像センサ

ー（cmos センサー）やゲームなどの収益も一段と上振れた。また、モバイル事業では1,000人強の

追加削減などリストラが続き、業績は底入れしつつある。  

・2015/3通期の会社計画は営業損益が従来予想の400億円の赤字から一転200億円の黒字に転

換すると発表。スマホ事業の新経営目標として、2018/3期の売上高が9,000億-1兆1,000億円、営

業利益率で3-5％を目指している。 
 

 シスメックス（6869）  

・1978年に創立した医療機器メーカー。血液・免疫検査などに使われる臨床検査機器および検査

試薬の製造や販売を行う。また、粒子分析機器関連のソフトウェアの製造、販売も行っている。 

・2015/3期3Q（4-12月）は売上高が前年同期比20.0％増の1,558.52億円、純利益が同47.3％増の

206.20億円となった。国内では検体検査機器の売上が前年同期比減となったが、機器設置台数

の増加に伴う検体検査試薬やサービスが堅調に推移し、検体検査機器の減収を補った。海外の

血球計数検査を中心する機器及び試薬の販売が伸長し、業績にも寄与。営業利益率は改善が続

き2010年の13％台から3Q で20.12％。ROE は2014/3期で15.6％と好業績、優良企業と言えよう。 

・2015/3通期の会社計画は売上高が前年同期比13.8％増の2,100億円、純利益が同21.0％増の

249億円と従来予想を据え置いた。独企業の血液成分測定技術などを買収したほか、凸版印刷の

子会社、理研ジェネシスにも出資して既存分野の技術強化や効率化に注力している。 
 

 ツイッター（TWTR US） 

・2006年に設立したネットサービス会社。140文字に制限されたツイート（つぶやき）などの自己表

現とリアルタイムの会話向け世界的プラットフォーム。誰もが簡単に素早く、配信、閲覧ができる。 

・2014/12期4Q（10-12月）は売上高が前年同期比97％増の4.79億ドル、純損失が1.25億ドルと前

年同期の5.11億ドルから赤字幅を大きく縮小した。主力の広告収入が同97％増の4.32億ドル、モ

バイル広告が全ての8割を超えている。データライセンシング収入は前年同期2倍の4,700万ドルと

なった。また、平均月間アクティブユーザー（MAU）は同20％増の2.88億人となった。 

•2015/1Q の売上高を4.4-4.5億ドル、2015/通期の売上高を23-23.5億ドルの範囲と予測している。 
 
 

 インドフード（INDF IJ） 

・1990年の創業以来、約20年で業界トップの総合食品会社。インドネシア財閥サリムグループ企

業。同社グループは、消費者向けブランド商品（CBP）が主力事業で、関連企業で主に小麦粉を生

産、販売する Bogasari、農業、流通、野菜の栽培・加工の5つの戦略的事業を行っている。 

・2014/12期3Q（1-9月）は売上高が前年同期比22.1％増の50兆3,935億 IDR、純利益は同57.6％増

の3兆294億 IDR と増収増益。即席めん、乳製品、など主力商品は堅調に伸び、業績に寄与した。 

・2014/12通期の市場予想は純利益が前期比65.1％増の4兆1,330億 IDR である。アンソニー・サリ

ム CEO は事業モデルの強化を進め、長期にわたる成長ができる体制を構築していくと述べた。 
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FFRI（3692）52週株価・日足
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円 ソニー（6758）52週株価・日足
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ドル ツイッター（TWTR US）52週株価・日足

6,000 

6,400 

6,800 

7,200 

7,600 

8,000 

14/1 14/4 14/7 14/10 15/1

（出所：Bloombergをもとにフィリップ証券作成）

ルピア インドフード（INDF IJ）52週株価・日足
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加入協会：日本証券業協会、一般社団法人金融先物取引業協会Member of PhillipCapital Group

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第127号

加入協会：日本証券業協会、一般社団法人金融先物取引業協会Member of PhillipCapital Group

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第127号

【留意事項】
○ 上場有価証券等のお取引の手数料は、国内株式の場合は約定代金に対して上限1.242％（消費税込）（ただし、最
低手数料2,160円（消費税込）、外国取引の場合は円換算後の現地約定代金（円換算後の現地約定代金とは、現地に
おける約定代金を当社が定める適用為替レートにより円に換算した金額をいいます。）の最大1.08％（消費税込）（ただ
し、対面販売の場合、3,240円に満たない場合は3,240円、コールセンターの場合、1,944円に満たない場合は1,944円）と
なります。
○ 上場有価証券等は、株式相場、金利水準等の変動による市場リスク、発行者等の業務や財産の状況等に変化が
生じた場合の信用リスク、外国証券である場合には為替変動リスク等により損失が生じるおそれがあります。また新株
予約権等が付された金融商品については、これらの権利を行使できる期間の制限等があります。
○ 国内金融商品取引所もしくは店頭市場への上場が行われず、また国内において公募、売出しが行われていない 外
国株式等については、我が国の金融商品取引法に基づいた発行者による企業内容の開示は行われていません。
○ 金融商品ごとに手数料等及びリスクは異なりますので、お取引に際しては、当該商品等の契約締結前交付書面や
目論見書又はお客様向け資料をよくお読みください。

【免責事項】
● この資料は、フィリップ証券株式会社（以下、「フィリップ証券」といいます。）が作成したものです。
● 実際の投資にあたっては、お客様ご自身の責任と判断においてお願いいたします。
● この資料に記載する情報は、フィリップ証券の内部で作成したか、フィリップ証券が正確且つ信頼しうると判断した情
報源から入手しておりますが、その正確性又は完全性を保証したものではありません。当該情報は作成時点のもので
あり、市場の環境やその他の状況によって予告なく変更することがあります。この資料に記載する内容は将来の運用成
果等を保証もしくは示唆するものではありません。
● この資料を入手された方は、フィリップ証券の事前の同意なく、全体または一部を複製したり、他に配布したりしない
ようお願いいたします。
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